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1. はじめに 
CO2 ハイドレート生成熱を利用した MH の増進回収法

や CH4-CO2 置換法などの方法は, メタンガスの生産量増
加が見込めることに加えて, 産業活動によって排出され
た CO2を海底地盤内に固定できるため, CCS 技術の一つ
としても, その一端を担うものである. そこで本研究では, 
豊浦砂内に CO2 ハイドレートを生成したハイドレート含

有砂供試体の非排水三軸試験を実施した．また時間依存

性挙動を記述可能な弾粘塑性構成式を用い，その再現を

行った. その結果, CO2 ハイドレート非含有, 含有供試体
どちらに関しても三軸圧縮試験の再現が可能であること

を示した. 
2. 弾粘塑性構成式 
本研究で用いた構成式は，Kimoto et al. (2010)1)のハイ

ドレート飽和率依存性を考慮した弾粘塑性構成式である．

このモデルは，粘性土など時間依存性挙動を示す材料の

構成式として提案された Adachi and Oka (1982) 2)による構

成式に内部構造変化を考慮して拡張した弾粘塑性構成式

(Kimoto and Oka, 2005)3)をもとにしている．以下にモデル

の詳細を示す． 
2.1 有効応力テンソル及びひずみ速度テンソル 
有効応力テンソル

ijσ ′は圧縮側を正として次式のように

表される. 
 W

ij ij ijpσ σ δ′= +    (1) 

ここで
ijσ は全応力テンソルであり, 

ijδ はクロネッカーの
デルタ, Wp は間隙水圧である. また, 全ひずみ速度テン
ソル

ijε& は弾性ひずみ速度テンソル e
ijε& 及び粘塑性ひずみ速

度テンソル vp
ijε& に分けられるとする. 

 e vp
ij ij ijε ε ε= +& & &   (2) 

弾性ひずみ速度テンソルは Hookeの法則に従うとする. 
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3ij ij kk ijS σ σ δ= − , 1

3m kkσ σ′ ′=   (4) 

ここでGはせん断弾性係数, eは間隙比, κは膨潤指数で
ある. また, せん断弾性係数は粘塑性ひずみの進行に伴う
低減を考慮し以下のように表される. 
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ここで, α 及び r は粘塑性ひずみ依存性パラメータであ
り, 応力－ひずみ関係へのフィッティングから本報では

4.0α = , 0.5r = を用いる. 
2.2 過圧密境界面 
 応力状態が過圧密領域とそれ以外の正規圧密領域にある
場合とで異なる性質を示すことを考慮し以下のような過

圧密境界面を定義し, その境界を与える. 
 ( )* *

(0) ln 0b m m mbf Mη σ σ′ ′= + =   (6) 

ここで 0bf ≥ のとき正規圧密領域， 0bf < のとき過圧密

領域であるとする． *
(0)η は次の式で表される相対応力比

である.  
 ( ) ( )* * * * *

(0) (0) (0)ij ij ij ijη η η η η= − −   (7) 

ここで，下付指標 (0)は変形前の初期状態を示す． *
ijη は

応力比テンソル *
ij ij mSη σ ′= であり， *

mM は体積圧縮から

体積膨張へ変化する応力比を示している. 過圧密状態と
正規圧密状態とで異なる．式中の mbσ ′ は，硬化パラメー
タであり，初期では圧密降伏応力に一致する．MH は地
盤中の土粒子に固着する形で存在し，ハイドレート飽和

率の増加に伴い強度が増加することが報告されている. 
そこで本研究では以下のように硬化パラメータを設定し，

MH飽和率による強度増加を表現した.  
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式(8)中のλは圧縮指数を表す. 式(9)は MH 飽和率による
強度増加を表す. H

rS は現在の MH 飽和率, Hn は MH 含

有率, nは間隙率である. mn は初期 MH 飽和率 のときの

強度増加率, dn は強度の変化速度を調整するパラメータ
である. 
2.3 静的降伏関数 
 時間経過後の静的平衡状態を表す静的降伏面は, 移動
硬化を考慮して次の式で与える. ダイレイタンシー特性
の変化である変相とその後の硬化-軟化特性を説明するた
め，粘塑性偏差ひずみ硬化特性を考慮した. 
 ( )* * ( )ln 0s

y m myf Mχη σ σ′ ′= + =%   (10) 

 ( ) ( )* * * * *
ij ij ij ijχη η χ η χ= − −   (11) 

 ( )* * * *vp vp
ij ij ijd B A de dχ χ γ= − , vp vp vp

ij ijd de deγ =   (12) 

ここで, ( )s
myσ′ は静的平衡状態に達する平均有効応力を示

し, 0yf = は粘塑性変形が生じない静的平衡状態を示す. 
*B , *A は移動硬化パラメータである． 

2.4 粘塑性ポテンシャル関数 
 粘塑性ポテンシャル面は次の式で与える.  
 ( )* * ln 0p m mpf Mχη σ σ′ ′= + =%   (13) 

ここで *M% は正規圧密領域と過圧密領域では異なる値を
持ち, 次式で表される. 
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mcσ ′ は過圧密境界面と mσ ′ 軸との交点である.  
2.5 粘塑性流れ則 
  粘塑性ひずみ速度テンソル vp

ijε& は超過応力型流れ則に
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より次のように与える.  

 ( ) pvp
ij ijkl y

kl

f
fε γ

σ
∂

= Φ
′∂

&   (15) 

さらに Adachi and Oka (1982)2)の定式化に則り, 式(15)は
以下のように表される. 

 * * ln pvp m
ij ijkl m

mb kl

f
C m Mχ

σε σ η
σ σ

  ∂ ′ ′ ′= +  ′ ′∂   
%&   (16) 

ここで
ijklC 及びm′は粘塑性パラメータである. m′はひず

み速度の異なる非排水三軸圧縮試験結果より次式により

求める． 
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)1(
11ε& , )2(

11ε& は異なるひずみ速度，
)1(q , )2(q は各ひずみ

速度でのある平均有効応力 p′における軸差応力である． 
3. 材料パラメータ 
 弾粘塑性構成式に用いたパラメータを表-1に示す. 
Case 名末尾に「H」を付したものはハイドレート含有供
試体であることを示す. 時間依存性を表すパラメータ 'm
は, 別途行ったひずみ速度急変非排水三軸圧縮試験より
決定した. 拘束圧によって変化させたパラメータは, 初期
せん断弾性係数と圧密降伏応力である. 0'' mmbi σσ で定義

される擬似過圧密比は Case-1, 1-H で 3.5, Case-2, 2-H で
1.5, Case-3, 3-Hで 1.0となっている. またハイドレート含
有による変形特性への影響は， H

rS 依存性パラメータによ

って表現される. また *
mM は実験結果より限界状態での

応力比
mM を求め, * 2 3m mM M= より全てのケースにお

いて 0.98とした.  
表-1 用いた材料パラメータ 

 
4. 解析結果 
 図-1に CO2ハイドレート非含有供試体の非排水三軸試

験結果及びそのシミュレーション結果, 図-2に CO2ハイ

ドレート含有供試体の非排水三軸試験結果及びそのシミ

ュレーション結果をそれぞれ示す. シンボルでプロット
されたものは実験結果であり, 実線で示したものは構成
式によるシミュレーション結果である. まず図-1に示す
CO2 ハイドレートを含有しないケースに関して, 実験結
果では, せん断初期における応力－ひずみ関係の立ち上
がりは初期有効応力が大きくなるほど増加しており, 初
期拘束圧依存性が確認される. Case-1~Case-3 いずれにお
いても明瞭なピークは観察されず, 最終的に軸差応力 q
は 3.5MPa~4.0MPa 近傍と類似した値に収束している. 実
験における応力－ひずみ関係を精度よく再現できている. 

一方で有効応力径路を見ると, Case-1, Case-2の径路は, 実
験結果をよく再現できているのに対して, Case-3の径路に
関しては解析において平均有効応力が大きく減少する結

果となった. Case-1 及び Case-2 においては過圧密状態を
仮定して材料パラメータを設定しているため平均有効応

力の減少が抑えられてのが, Case-3では正規圧密状態とし
ているために平均有効応力が大きく減少する結果となっ

たと考えられる.  
次に, 図-2に示す CO2ハイドレート含有の実験結果に

関して, いずれのケースにおいても非含有の場合と比較
して軸差応力の大きな増加が見られる.ハイドレート含有
試料と非含有試料の最大軸差応力の比を求めると Case-1, 
1-Hで 1.26, Case-2, 2-Hで 1.16, Case-3, 3-Hで 1.27となっ
ている. Case-2-Hは, ハイドレート飽和率が小さかったた
めに強度増加も小さくなったものと考えられる. この実
験結果の構成式による再現結果を図-2中に実線で示す. 
ハイドレート非含有のケースにおいて得られたパラメー

タに加えて式(8), (9)を考慮してフィッティングを行った. 
ケース間において H

rS 依存性パラメータ 1~3 を変更する
ことなく全てのケースにおいて同じ値を用いている. 図-
2に示すように, 応力－ひずみ関係及び有効応力径路のど
ちらにおいても実験結果をよく再現できていると言える.  

 
図-1 応力－ひずみ関係及び有効応力径路(非含有) 

 
図-2 応力－ひずみ関係及び有効応力径路(含有) 

 
5. 結論 
 本研究では, 豊浦砂供試体及び CO2 ハイドレート含有

供試体の非排水三軸圧縮試験結果に対して, ハイドレー
ト飽和率依存性を考慮した構成式によるフィッティング

を行った. その結果, 特にハイドレート含有の場合におい
て, 提案した式及びパラメータは実験結果を良く再現で
きることが確認された.  
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Case-No.  1 1-H 2 2-H 3 3-H 
初期有効応力 [kPa] 0mσ ′  1000 2000 3000 

ハイドレート飽和率 [%] H
rS  0.0 34.6 0.0 27.8 0.0 28.5 

初期間隙比 0e  0.74 0.76 0.72 0.73 0.72 0.73 
ひずみ速度 [%/min] aε&  0.1 

初期せん断弾性係数 [kPa] 0G  50000 100000 150000 
圧密降伏応力 [kPa] mbiσ ′  3500 3000 3000 

圧縮指数 λ  0.0112 
膨潤指数 κ  0.0026 

限界状態応力比 *
mM  0.98 

粘塑性パラメータ m′  109.9 
粘塑性パラメータ [1/s] 1C  3.5×10-12 
粘塑性パラメータ [1/s] 2C  1.0×10-12 
移動硬化パラメータ *A  0.98 
移動硬化パラメータ *B  55 
H
rS 依存性パラメータ 1 H

riS  0.55 
H
rS 依存性パラメータ 2 dn  0.75 
H
rS 依存性パラメータ 3 mn  0.6 
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